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日本山梨県における都会と農村との一体化 
建設の現状に関する考察
武　　　星　亮
翻訳　熊　　　達　雲
　中国の特色を持つ新型工業化，情報化，都会化，農業近代化の道を歩
み，工業化，情報化，都会化及び農業近代化の同調発展を促進すること
は中国が近代化を実現させる既定の方針及び正しい選択である。前例が
なく，勢いが凄まじい歴史の発展過程中に，農業・農村・農民の問題の
解決は重点中の重点であろう。その中で，都会と農村の一体化建設は「三
農」問題を解決していく根本的な道ではないだろうか。筆者は３か月に
わたって日本山梨県における都会と農村の一体化建設の現状について視
察を行った。本論はその視察から得た啓発等について述べるものである。
一　山梨県の概況
　日本では広域エリアの単位は都道府県で，全国は１都１道２府43県に
分けられている。その役所機関は「○○庁」と呼ばれ，行政首長は「知
事」と呼ばれる。都道府県の下には市町村が設置され，その事務機関は
「役場」と呼ばれ，行政長官は「○○長」と称される。山梨県は日本本
州の中部地方に位置し，首都東京の西側にあり，東京から120キロほど
離れている。首府甲府市の周りは標高2000メートル以上の山々に囲まれ，
内陸盆地型の気候に属する。国土の面積は4465.37平方キロ，86％は山
地で，森林の面積は78％占めている。平野は甲府盆地及び東部河岸を中
心としている。
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　現在，山梨県には甲府市，富士吉田市，山梨市，中央市など13の市，
市川三郷町，富士川町，早川町など８町，道志村，忍野村など６村が設
置されている。当県の年鑑では13の市を市部とし，８町６村を郡部とし
ており，それを都市と農村との区画とみなしてよい。甲府市は県庁の所
在地である。2013年５月１日現在の統計によると，全県の人口は
847,209人，人口密度は190.0人／㎢である。2010年現在，県内の国民生
産高（GDP）は3,123,259,000千円，県民所得は2,418,143,000千円，県民一
人当たりの国民所得は2,802千円となっている。GDPのランク付けは47
都道府県中に42位に過ぎないが，県民一人当たり所得の順位は13位で，
高順位に位置している（１）。同年12月現在の為替相場で換算すれば，一人
当たりの県民所得は33,506.9米ドル，223,779.0人民元に相当し，非常に
高い水準に達している。
二　山梨県における都会と農村の一体化現状
　学界では経済構造，インフラ整備及び人間の近代化など三種類の指標
を以て都会の近代化水準を測る傾向がある。また，一部の学者は都会と
農村との一体化の内容を企画配置，産業の構造，サービス機能，環境保
護，社会保障，社会の進歩といった「六つの近代化」にまとめている（２）。
ただ，この「六つの近代化」が殆ど経済構造，インフラ整備及び人間の
近代化に収められるので，山梨県に関する研究の広さ及び深さが限られ
ている本研究では，大体においてこの三つの面から山梨県の都会と農村
との一体化の現状を検証，分析することができるのではないだろうか。
１　経済構造について
　経済構造からみる場合に，就業者の産業構造，県民所得及びエンゲル
係数と商品の小売額など三つの面から山梨県における都会と農村との一
体化の現状を把握することができると思われる。
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　2010年10月１日の統計によると，山梨県の人口は合計863,075人，そ
の内，市部の人口は736,930人，郡部の人口は126,145人となっている。
県域全体の人口密度は193.3人 /㎢であるが，市部では261.6人 /㎢，郡部
では76.5人 /㎢である（３）。同年県内の GDPは3,123,259,000千円であり，
その内，第三次産業は2,087,685,000千円で，第三次産業の生産高は県内
GDPの66.8％を占めている。これは山梨県の社会発展が非常に進んでい
ることを物語っている（４）。他方，県内の第一次産業，第二次産業及び第
三次産業の就業者の比例も市と町村との分布とは均衡性が保たれている
（表１を参照されたい）。第三次産業の就業者の比率は都会と農村との一体
化建設の程度を測る重要な指標である。同年山梨県の状況はどうかとい
えば，県庁所在地の甲府市は一番高く，72.0％，最低の韮崎市は
53.0％，市部全体は62.2％，町村全体は62.0％となっている（５）。上記マ
クロ的経済及び就業の状況は典型的に山梨県における都会と農村との一
体化した経済基盤を表わしたものといえよう。
２　インフラ整備について
　インフラ整備については一人当たり舗装道路の面積，医療機関及び上
下水道の状況などそれぞれ交通事情，医療衛生と生態システムを反映す
る公共施設の整備の面から山梨県における都会と農村との一体化した現
表１　2010年山梨県第一次，第二次，第三次産業における就業者数
 （単位：人，％）
区分
就業者人数 構成比率
小計
第一次
産業
第二次
産業
第三次
産業
分類
不能
第一次
産業
第二次
産業
第三次
産業
分類
不能
市 353,834 27,719 98,311 220,134 7,670 7.8 27.8 62.2 2.2
町村 60,735 2,187 20,056 37,655 837 3.6 33.0 62.0 1.4
合計 414,569 29,906 118,367 257,789 8,507 7.2 28.6 62.2 2.1
出典：2012年11月印刷，山梨県統計年鑑（2010）38頁。
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状を把握することが出来ると思われる。表２に示されたとおり，2011年，
山梨県は一般道路（農道及び林道を除く）の保有量は8,991キロメートル，
舗装道路の面積は総計42,277,777平方メートル，一人当たりの舗装道路
の保有面積は48.3平方メートルとなる。その内，市部の一人当たりの舗
装道路の保有面積は44.6平方メートル，郡部では69.5平方メートルであ
り，郡部一人当たりの舗装道路の保有面積は市部の1.5倍である。これ
は郡部の人口密度が低いという要素を反映したが，山梨県の道路整備に
おいて都会と農村との一体化を追求する絶えざる努力の表れでもあろう。
　山梨県には病院60か所，医院1,111か所あり，病院は住民が多く住ん
でいる市と町村に設置されるが，医院は県内の各住宅区に分散している。
他方，山梨県は，能率の高い医療救急系統（消防を兼ねる）を設け，都会
及び農村住民に対し基本的に同一水準の医療衛生のサービスを保障する
ことができている。
　表３から分かるように，山梨県の住宅区の生態系統が進んでおり，上
下水道の普及の面で十分に反映されている。2011年現在，山梨県の全人
口数は875,967人，その内，13市の人口は745,481人，８町の人口は
108,735人，６村の人口は21,751人（町村合計130,486人）となっているが，
給水の人口は853,747人に達し，給水の普及率は97.5％，市，町，村の普
及率はそれぞれ98.0％，97.3％，80.9％である。町村の普及率は市より
やや低いが，普及率が95％以上に達したのは22の市町村に上り，85％未
満なのは２町村に過ぎない。山梨県の下水処理施設も全体的に普及率が
表２　2011年山梨県の道路及び人口の状況　　　 （単位：M，人，M2）
区分
道路
人口
一人当たりの
道路面積長さ 面積
市 6,796,702 33,208,954 745,481 44.6
町村 2,194,399 9,068,823 130,486 69.5
合計 8,991,101 42,277,777 875,967 48.3
出典：山梨県HP－総務部市町村課－「2011年度市町村公共施設調査」６頁。
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高く，76.1％に達した。ただ，市町村の整備状況が不均衡で，よく整備
された甲府市，市川三郷町，小菅村ではそれぞれ98.0％，92.6％と
99.8％になっている。それに対し，一部の市村の普及率は50％にも達し
ておらず，30～40％程度に過ぎないという。いうまでもなく，下水の処
理においても山梨県は一体化の発展を保ち，市と町村の普及率はそれぞ
れ77.2％と78.1％になっている（６）。
　ごみ処理は多くの都市及び郷村を悩ます目立った問題であろう。山梨
県はごみの分類処理という進んだ方法を採用している。2011年，ごみ処
理について市部の総集積量は230,075トン，人口は739,048人に達し，町
村の総集積量は41,973トン，ごみ処理を受けた人口は130,166人，総計
272,048トン，人口869,214人となっている（７）。市部と町村のごみ処理は
県内のすべての地域をカバーしている（ごみ処理を受けた人口数が県民総数
を上回ったのは外国人が含まれているからである。）。
３　人間の近代化について
　人間の近代化については教育，文化，娯楽から山梨県における都会と
表３　2012年山梨県給水人口和普及率 （単位：人）
区　分 市 町 村 合計
総人口 745,481 108,735 21,751 875,967
給
　
水
　
人
　
口
上水道 620,984 57,973 3,783 682,740
簡易水道 108,652 47,792 11,822 168,266
区分公営 108,652 47,792 11,415 167,859
その他 0 0 407 407
専用水道 678 79 1,984 2,741
小計 730,314 105,844 17,589 853,747
普　及　率（％） 98.0％ 97.3％ 80.9％ 97.5％
出典：山梨県ホームページ－福利保健部－水道の普及。
注釈：上水道：給水人口は5001人以上；簡易水道：給水人口は101人－5000人；専用水道：社
宅又は個人住宅，給水人口は101人以上。
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農村との一体化の現状を検証することができる。
　日本の教育は学前教育，初等教育，中等教育，高等教育の４つの段階
に分けられており，学制は小学校６年，中学校３年，高校３年，大学４
年となっている。その内，小学校から中学校までの９年は義務教育に属
図１　山梨県の教育資源の配置図
出典：山梨県教育委員会：「山梨県の教育（2013）」による
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する。2013年５月１日現在，山梨県には小学校193校あり，在校生徒数
は45,292人であり，教諭は3,194人，その他の職員は922人いる。中学校
は99校あり，在籍生徒数は24,798人，教員は1,932人，その他の職員は
411人いる。各種類の高校は56校あり，在籍生徒数は27,854人，教諭は2,703
人，その他の職員は922人いる。山梨県の教育の特徴はまず分布率が高い。
小学校はあらゆる市町村に設置されており，中学校は鳴沢村以外の市町
村に設置され，高校は多数の市町に設置されている。次は教育資源の配
置が均衡を保っており，市と町の教員と生徒との比率は基本的には同様
である（表４を参照されたい）。また，大学の進学者は5,185人，その内，
男性は2,662人，女性は2,523人で，大学の進学者の男女比率は男性が女
性よりわずか0.1％高い。なお，専門学校の進学者は合計2,150人で，そ
の内専門課程の学習者は1,525人，一般課程の学習者は494人，公共職業
の能力開発機関に進学するものは131人となっている。
　大学及び専門学校は中国の大学本科と高等職業学院または高等専門学
校に相当し，その進学者合計4812人，進学率は81.2％である。大学の進
学率は前年より0.7％増加し，専門学校への進学率は前年より1.3％降下
した。就職率は前年と比べれば0.3％下がった（８）。１万人あたりの在籍
大学生数を近代化の程度を測る重要な物差しとするならば，山梨県の教
育状況はハイレベルの都会と郷村との一体化を実現したといえる（表５
参照）。
表４　2013年山梨県義務教育における教員と生徒の比率
（単位：人，％）
区分
小学校 中学校 高等学校
教員数 生徒数 比率 教員数 生徒数 比率 教員数 生徒数 比率
市 2,628 38,913 14.8 1,582 21,304 13.5
町村 566 6,379 11.3 350 3,494 10.0
合计 3,194 4,5292 14.2 1,932 24,798 12.8 2,703 27,854 10.3
出典：山梨県ホームページ - 企画県民部統計調査課－学校基本調査結果速報。
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　2012年の統計によると，山梨県にはすべての県民に開放する公民館，
図書館，博物館が606所あり，青少年の専用施設が15所ある（表６を参照）。
　なお，ケーブルテレビ及び衛星テレビの契約件数は，市部では
236,069件，郡部では46,068件，前者は一戸あたり0.84件，後者は0.98件
となっている。これは都会と農村におけるテレビの普及率の現状を反映
したものであろう（表７参照）。さらに，2011年の統計によれば，山梨県
には公園が539箇所あり，その内，市部では399箇所，郡部では140箇所
保有している。一人当たりの公園面積は市部で11.3平方メートル，郡部
で14.8平方メートルである。これらのデータからみれば，山梨県の都会
と農村の住民が享受している文化サービス等では殆ど差が存在していな
いことが分かる。
表５　2013年山梨県高校生の進路 （単位：人，％）
修了者
数
大学進学者
専門学校の
進学者
就職者数
臨時就職者数
総数 県内就職者数
実数 比例 実数 比例 実数 比例 実数 比例 実数 比例
9,026 5,185 57.4 2,150 23.8 1,363 15.1 1,230 90.2 80 0.9
出典：山梨県ホームページ－企画県民部統計調査課－学校基本調査結果速報による。
表６　2012年山梨県社会教育施設数
区　分 県立 市町村立 その他 小計
公民館 － 523 － 523
図書館 1 51 － 52
博物館 5 12 14 31
青少年教育施設 5 10 － 15
合計 11 596 14 621
出典：山梨県ホームページ－教育委員会－山梨県の教育2012。
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三　山梨県における都会と農村との一体化建設に関する考察
１　都会と農村との一体化建設は長期にわたる過程であること
　一つの行政区域においては第三次産業の就業者の比率は都会化の重要
な印であろう。第三次産業の就業者の比率を見れば，山梨県の都会化は
長期にわたる漸進的な過程を辿ったと思われる。1990年，山梨県で第三
次産業に従事していた勤労者の比率は51.9％を占めたが，15年の絶えざ
る発展を経て2005年に60.1％となり，また５年費やしてようやく現在の
62.2％に達した（図２参照）。第三次産業の就業者の比率が都市化の印で
あるとするなら，農村地域の第三次就業者の比率は都会と農村との一体
化を示す重要な印である。山梨県の都会と農村との一体化は同様に長期
にわたる漸進的な過程を辿った。図３に示されたように，1990年におい
て山梨県の第三次産業の就業者は郡部で47.2％，市部で57.2％，両者の
差が10％ほどあった。20年を経った2010年になって市部は62.2％，郡部
は62.0％となり，両者がほぼ同じようになったのである。郡部における
第三次産業就業者の比率の上昇は山梨県における都会と農村との一体化
の進展を反映したものであると同時に，絶えざる漸進的な過程であるこ
とも物語っている。
　都市化の過程において一般廃棄物，つまりゴミ及び屎尿の処理は管理
者と住民を悩ます大きな問題であるが，前述したように，山梨県ではご
み処理が全地域に実現されたのみでなく，規則に基づき分類して処理す
表７　2010年山梨県のテレビの普及状況 （単位：件，戸）
区分 ケーブルテレビ 衛星テレビ 小計 戸数 １戸あたり
市 140,703 95,366 236,069 281,653 0.84
町村 25,783 19,567 45,350 46,068 0.98
合计 166,486 114,933 281,419 327,721 0.86
出典：山梨県統計年鑑（2010）273，20頁。
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るハイレベルに達した。しかし，このごみ処理システムの確立も長期的
な漸進過程を辿ったのである。資料によれば，山梨県のごみ処理は2000
年に既に県内すべての地域で導入されたが，一部のごみを直接地下に埋
めるという比較的遅れた手法を採用するところも残っていた。この方式
を全部廃止したのは2009年になってからである（９）。
２　都会と農村との一体化建設はシステム作業であること
　都会と農村との一体化建設は都会と農村，工業と農業，市民と農民を
全般的に統合して企画しなければならない工事であり，全面的に都会と
農村の産業発展，市場による運営システムの形成，社会事業の発展及び
生態環境の保護を促進しなければならないシステムプロジェクトであ
る。都会と農村との一体化建設はインフラ整備，経済所得，社会福祉，
図２　1990-2010年山梨県第三産業就業者構成比例変遷状況
出典：山梨県統計年鑑（2010年）第38頁より作成。
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出典：山梨県統計年鑑（2010年）第38頁より作成。
図３　1990-2010年山梨県第三産業就業者構成比例変遷状況
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文化体育，医療衛生及び交通通信など様々の面に係わるものであり，住
民の生産様式，生活スタイル，居住方式の全般的な変化及び進歩の形で
表現される。今回の視察を通して筆者が感銘を受けたのは山梨県の都会
と農村との一体化建設の過程に現れた系統性である。
　まず，山梨県のごみ処理，とりわけ屎尿及び下水の処理を例としてみ
よう。山梨県の都会と農村との一体化建設に最も注目を浴びられるのは
ごみとりわけ屎尿処理の「一体化」方法であろう。山梨県では「一般廃
棄物」という概念を以てゴミ及び屎尿を意味し，一般廃棄物の処理を都
会と農村との一体化建設におけるサブシステムとして，能率よく作業を
展開した。2012年，山梨県庁森林環境部が公表した調査報告では2010年
の一般廃棄物の処理，利用状況及び作業員，施設と経費について全面的
な総括及び系統的説明が行われた。報告ではゴミを可燃物，不可燃物，
資源ごみ，粗大ゴミとその他の５種類に分け，それを分類して指定され
た時間内に指定された場所に出し，収集及び処理を行う。住民は要求に
基づきゴミを分類し，指定された時間通りに指定された場所へ投棄する。
一般廃棄物の処理作業員は規定に基づき，ごみ収集場へ出頭し特定種類
のごみを収集，運搬していく。これらの廃棄物は集中処理を受け，再利
用に出されたり，処分されたりするのである。作業は秩序よく整然とさ
れて行われ，系統化をなしているといわなければならない。2010年，山
梨県内で屎尿処理区域内の人口は864,389人で，屎尿の処理は100％に達
した。その内，先進的な水洗処理方式を取っている人口は790,653人で
あり，処理を受けるべき人口の91.5％を占めている。非水洗処理の人口
は73,736人で，殆どは浄化槽による集中処理を行っている。自家処理を
しているのは僅か６人に過ぎない。浄化槽は廃棄物を効果的に処分し，
汚物を浄化したのみでなく，環境を美化する機能を果している。
　次に，山梨県における都会と農村の住民に交通の近代化による恵みを
享受させる措置についてみよう。山梨県の交通施設は鉄道と道路の２種
類であり，鉄道交通は電車と呼ばれ，地面に走行する軌道交通であり，
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中央本線および２本の支線が開通され，それに私鉄を加え，県内の主要
住居地を繋がっている。電車の運行は快速と普通の区別があり，普通電
車は山梨県内の交通機関の色彩が強く，駅の間隔が近く，運行本数が多
く，車両編成が小型を主とし，運行時間が固定するなどの特徴を持ち，
県内住民の外出，通勤に非常に便利である。山梨県内の道路交通に都会
と農村との一体化が良く見られる。その中にもっとも感銘を受けたのは
高速道路における停留所の設置である。県内の高速道路の沿線に高速バ
スの乗降ができる停留所が多数設けられ，電車駅から遠く離れる住民が
外出時に居住地近くの高速バスを利用することができ，乗換をしてわざ
わざ駅まで電車を利用しに行かなくて済むのである。これは明らかに住
民に便宜を提供する措置であり，農村の住民が都会市民と同じように交
通近代化による恵みを享受することができるものであろう。
３　現代文明の現れとしての都会と農村との一体化建設
　都市は人類の経済，社会が発展した賜りものである。早くも原始社会
の末期に都市が登場してきたが，いわゆる都市化は近代に入って初めて
形成されたものであろう。都市化とは機械による大工業及び社会化の大
生産を踏まえ，夥しい新興工業都市及び商業都市の登場を中身とする歴
史的過程である。都市を人類が社会生活を営む中心としたことが人類の
進歩の印しであるとするならば，都市化及びその発展の程度は一つの国
または地域の文明の進歩を測る重要な標識といえよう。しかし，都市化
も大量の問題をもたらし，数多くの矛盾を形成してきた。人口，資源及
び機能が過度に都市に集中することにより，交通がニーズに間に合わず，
環境が悪化するなどの問題がますます深刻化となった。都市の人口が過
密し，都市規模が肥大化するのに対し，農村は過疎化し，高齢化社会と
なっていく。都市が発達して裕福になるのに対し，農村は立ち遅れ，貧
しくなっていく。都市を社会生活の中心地とする地位がますます高まる
のに対し，農村は日ごとに疏外される。このような歴史の背景の下に，
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都会と農村との一体化が近代文明を体現する新しい試みとして登場して
きた。都会と農村との一体化について学者は意見の違いがあるものの，
大いに生産力を発展していくうえに，都会と農村にそれぞれ保有してい
る優位を果たし，都会と農村との有効的な融合を実現し，都会と農村が
経済，社会，文化及び生態などの面での調和がとれた発展を図るべきだ
という面では認識の一致が見られた（10）。都会と農村との一体化の目標は
経済，社会，文化及び生態の調和的な発展を実現することであり，その
実質は都会と農村との住民にともに近代文明の恵みを享受させることで
ある。筆者が山梨県に対する考察により深い感銘を受けたのは，都会と
農村との一体化が現代文明の現れであることに尽きる。
　現代文明は平等，共同に享受することを中身としている。山梨県には
市部と郡部との区画が設けられ，ある意味では都市と農村との区別が見
られるが，決して市民と農民の区分がなく，さらに優越な市民と劣等な
農民という認知および感情の対立が存在しない。都会と農村の住民はみ
な平等に各種の経済社会的権利を享受し，居住，就職，教育，医療，娯
楽，養老などあらゆる面で平等な権利を享受している。他方，人口，技
術，資本，資源等の面でも都会と農村との融合が実現され，さらに前述
したように都会と農村における産業構造の均衡配置という理想的な状態
が実現できたのである。いうまでもなく，これも一種の平等であり，都
会と農村との地域における産業構造の平等である。都会と農村との平等
を踏まえて，山梨県の県民は明らかに近代化の恵みを平等に享受してい
るようにみえる。
　山梨県の都会と農村との一体化に関する視察の目的は中国の都会と農
村との一体化を推し進めるのに参考できる資料を提供することにある。
ただ，中国の新農村建設および都会と農村との一体化を推進する過程か
らいえば，本論文で提起した都会と農村との一体化は長期にわたるシス
テムプロジェクトであろう。中国のような大国で都会と農村との一体化
を実現していく輝かしい見通しに即して言えば，「産業構造の合理的転
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換に力を入れ，機能が揃わる新型の町の整備を踏まえ，素質が高い現代
市民の育成を根本として」その建設を推進していかなければならないと
考える。
（本文は筆者が中国山西省政府「省筹資金資助留学計画」及び山西農業大学「省筹
資金資助出国留学『単位国際合作交流項目』」の助成を受け，山梨学院大学大学院社
会科学研究科で客員研究員として留学期間中に行った研究の報告である。）
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